
 

第３章 計画の内容 

 

 

 
 

 
 
男女がともに豊かに生きるためには、市民一人ひとりが精神的、経済的、生活的な面など

あらゆる面において、自らが主体性と責任を持って自立できる社会環境を整備していくこと

が必要です。 

育児・介護休業法など、家庭と就業の両立を支援する施策が推進されてきてはいますが、

未だ両立は難しく、家庭内の負担が女性の個性と能力の発揮を妨げています。 

女性も男性も固定的な役割分業意識にとらわれず、家事や育児、介護を両性の責任におい

て共同で行い、同時に※石狩市次世代育成支援行動計画を推進するとともに、地域社会から

の支援を充実させることが、女性の自立はもちろん、男性の自立と豊かな生き方にもつなが

っていきます。 

また、核家族化や少子・高齢化の進展に伴い家族形態が多様化し、地域には高齢者や障が

いを持つ人、ひとり親家庭などが増加しています。これらの人たちは、その自立に多くの困

難を伴い、生活面、経済面で不安定になりがちなため、生活の安定と自立に向けた支援を行

っていく必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※：石狩市次世代育成支援行動計画 

次世代育成支援対策推進法に基づき、少子化対策の重要施策として、石狩市の「地域福祉計画」、

「障がい者計画」、「母子保健計画」、「保育計画」 、「教育プラン」と整合して策定された行動計画。 

計画期間は平成 17 年度から 10 年間。 
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基本目標Ⅳ 自立を支える社会環境の整備 

  

推進の方向１ 子育てしやすい育児環境の整備 
 
 
北海道が実施した「意識調査」によると、女性の 59.1%が「働きやすい状況にあると思
わない」と回答しており、その理由として 62.9%の女性が「育児施設が不十分」を挙げて
います。 
このように、働く女性にとって、子育てと仕事の両立を図ることは大きな課題となってお

り、女性が働き続けるためには、保育サービスの充実とともに、地域社会や父親の子育てへ

の参加が必要です。 
そのため、多様な就業形態に対応できる保育や放課後児童対策のほか、地域での子育て支

援体制を確立するなど、石狩市次世代育成支援行動計画を推進し、安心して働き続ける育児

環境の整備に努めます。また、関係機関と連携しながら企業や労働者へ育児休業制度の周

知・啓発に努めるとともに、男女がともに家庭責任を担えるよう労働時間短縮の要請や、男

性の子育て参加を促進するための意識啓発、子育て講座など実技講座の開催にも努めます。 
 
 
 

女性が働きやすい状況にあるとは思わない理由

30.5

35.2

0.8

2.5

30.0

62.9

50.7

55.5

28.4

0.9

1.2

16.0

55.7

46.0

24.9

55.7

23.9

22.0

25.7

27.4

0 20 40 60 80 100

わからない

その他

家族の理解・協力が得られにくい

社会通念上の問題

結婚・出産退職の慣行がある

昇進・研修などに男女差別がある

育児施設が不十分

労働条件が整っていない

能力発揮の場が少ない

働く場が限られている

(%)

女性[Ｎ＝824]

男性[Ｎ＝668]

 
 
 

注）北海道「男女平等参画に関する意識調査」（平成 14 年度） 
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第３章 計画の内容 

 

施策の推進内容 主な事業の概要 担当部局 

 

(1) 多様な子育てニー 

  ズに対応する保育 

  施策の推進 

 

 

 

○保育所の充実 

 ・一時保育 

 ・延長保育 

 ・障がい児保育 

 ・産休明け・育休明け保育 

 ・病後児保育 

 ・休日保育 

○※特別保育事業の充実 

○放課後児童健全育成事業の充実 

 ・児童館の充実 

 ・放課後児童会の充実 

○多様な子育て支援事業の充実 

 ・地域子育て支援センターの充実 

 ・企業内保育への支援 

 ・子育て支援グループの養成 

 ・子育て相談・ふれあい・交流の充実 

○在宅子育て家庭への支援 

 ・産後支援ヘルパー派遣事業 

 ・乳幼児健康支援一時預かり事業 

 ・子育てスタッフによる電話・訪問支援 

○ ＮＰＯ法人等を核とした子育て支援拠点セン

ターの創設 

 

 

 

こ ど も 室

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

〃 

経 済 部

こ ど も 室

〃 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

(2) 父親の子育て参加 

の促進 

 

 

 

○育児休業法等の周知・啓発（関係機関との連 

携） 

○講座等の充実 

 ・両親教室の開催 

 ・子育て講座の開催 

○啓発パンフレットの作成・配布（再掲） 

○労働時間短縮への取り組み（関係機関との連 

携） 

 

 

経 済 部

 

 

保健福祉部

〃 

〃 

経 済 部

 

就労形態の多様

化に対応できる保

育サービスの充実

とともに、地域での

子育て支援体制の

整備に努めます。 

 

※：特別保育事業 

延長保育、乳児保育、障がい児保育など就労形態の多種多様化に対応するための子育て支援事業

と育児相談や就労状況に関わらず利用できる一時保育所、地域子育て支援センター等場所の支援。

石狩市次世代育成支援行動計画に掲載（平成１８年度実施予定） 

父親への子育て

参加意識の喚起や

参加しやすい職場

環境づくりに努め

ます。 
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基本目標Ⅳ 自立を支える社会環境の整備 

  

推進の方向２ 男女がともに担える介護環境の整備 
 
 
本市の「障がい者の生活実態に関する基礎調査」によると、身体に障がいを持つ人への介

護の 70.3％を女性が担っており、介護は家事や育児とともに女性の役割として固定化し、
女性の社会進出にとっての大きな阻害要因となっています。 
女性が男性とともに社会のあらゆる分野に参画し、就労や社会活動を続けるためには、介

護体制の充実を図るとともに、これまでの固定的な役割分業意識を改め、家庭での介護は男

女がともに担うことが必要です。 
そのため、福祉サービスを充実し、介護の社会化を進めるとともに、高齢化社会に対応し

た支援に努めます。 
また、関係機関と連携しながら企業や労働者へ介護休業制度の周知・啓発に努めるととも

に、男女がともに家庭責任を担えるよう労働時間短縮の要請や、男性の介護への参加を促進

するための意識啓発、介護講座などの開催に努めます。 
 
 
 

介護者の性別

10.9

70.3

89.1

29.7

0% 50% 100%

平成16年度

平成8年度

 

女性 男性 

注） 平成 16 年度データは石狩市「障がい者の生活実態に関する基礎調査」、 

平成 8年度データは石狩市総合福祉計画策定基礎調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家族の介護について

28.3

18.8

47.2 12.2

17.054.1

1.7

2.8

0.6

0.9

4.4

4.6

3.3

1.4

0.5

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

注）石狩市「男女平等に関する市民意識調査」（平成15年度）

平等に介護すべき 女性のみにさせないよう男性も努力すべき 

女性がすることも 

しかたがない 実の子が 

すべき 

女性の役割 

として当然 

わからない

その他

無回答
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第３章 計画の内容 

 

施策の推進内容 主な事業の概要 担当部局 

 

(1) 介護の社会化と男 

  女共同参画の促進 

   

 

 

○介護の社会化についての啓発の推進 

○介護についての学習機会の充実 

 ・家族向け介護講座の開催 

○労働時間短縮への取り組み（関係機関との 

連携）（再掲） 

○介護に関わるマンパワーの養成と確保 

 ・専門的人材の育成 

 ・ホームヘルパーの養成 

 ・ボランティアの養成 

  

 

 

保健福祉部

 

〃 

経 済 部

 

 

保健福祉部

〃 

〃 

 

 

 

2) 介護施策の推進 

 

 

○在宅福祉サービスの充実 

 ・介護保険サービスの確保（デイサービス・ 

  ショートステイ等） 

 ・食の自立支援サービスの充実 

 ・家族介護者ヘルパー受講支援の充実 

 ・徘徊認知症高齢者等検索機器貸与事業の充実 

○介護予防サービスの充実 

 ・寝たきりや認知症予防の充実 

 ・閉じこもり予防の充実 

 ・転倒骨折予防の充実 

○施設の整備 

 ・特別養護老人ホームの充実 

 ・ケアハウスの設置 

 ・小規模多機能型居宅介護など地域密着型サー 

ビス拠点の整備 

・知的障がい者グループホームの設置 

・認知症高齢者グループホームの設置 

○地域ケアシステムの確立 

・在宅介護支援センターの充実 

・地域包括支援センターの創設 

 

 

 

保健福祉部

 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

 

(

 

〃 
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在宅ケアサービ

スの充実を図るとと

もに、施設サービス

との連携に努めま

す。 

介護は女性にと

って大きな課題とな

っていることから、

社会全体で担うよ

う、その啓発やマン

パワーの養成と確

保に努めます。 



 
 
 

基本目標Ⅳ 自立を支える社会環境の整備 
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推進の方向３ 高齢者の生活自立のための条件整備 
 

て、仕事や子育てが終わり、夫婦のみや一人 が長

豊かな知識や経験を活かし、自分自身の時間を有意義 ごす

ます。 
感を持って毎日を送るためには、社会 場で

慣れた家で、経済的に不安がなく

 
高齢者の社会参加・参画の促進 
・シニアボランティアの養成 
 

 
 

 
伴っ で暮らす時間 く

な 者が に過 こ

と な課題となってい

高齢者が生きがいや充実 の一員として様々な こ

れまで培った知識や経験を活かし、社会に貢献できる機会を確保することが必要です。 
そのため、ボランティア活動や地域活動への参加意識の喚起を図るとともに、生きがいづ

くりとしての就業機会の拡大など、高齢者の社会参加や就業支援に努めます。 
また、独居高齢者が住み 、安心して暮らし続けるための

支援にも努めます。 
 
 

高齢化社会の進行に

っている中で、高齢

が重要

施策の推進内容 主な事業の概要 担当部局 

 

(1) 高齢者の社会参画 

と生活安定の促進 
 

○

 

・各種講座等への講師としての参画 
○高齢者の就業機会の確保 
 ・シルバー人材センター事業の充実 
・就労情報の提供 
○住宅改良への支援 
○新たな生活産業の創出・支援（再掲） 
 
 

保健福祉部 
生涯学習部 

 
経 済 部 
〃 

保健福祉部 
地域活力政策室 

 

高齢期に住みたい場所について

6.3

2.0

1.4

2.9

15.1

13.4

21.1

37.7

0 10 20 30 40 50

考えたことがない

その他

自分の生まれ故郷に帰り、余生を過ごしたい

子どもや孫のところに行き家族で暮らしたい

交通や買い物に便利なところで暮らしたい

自立した生活ができる施設で暮らしたい

環境のよいところで余生を過ごしたい

現在の住居に住み続けたい

(%)

 
注）石狩市「地域福祉に関わる基礎調査」（平成 16 年度） 

高齢者が安定した

生活を営み、就労や

社会活動に参加でき

るよう各種施策の充

実に努めます。 



 

第３章 計画の内容 

 

推進の方向４ 社会的援助を必要とする人への支援 
 
 
本市の「障がい者の生活実態に関する基礎調査」によると、身体障がい者、知的障がい者

ともに、将来の生活に大きな不安を持っており、その理由として「働く場所があるかどうか」

を挙げています。 
障がい者が、将来にわたって生活面、経済面で自立するためには、その偏見を取り除くと

ともに、誰もが多様な生き方ができ、自立や自己決定権を有するという社会的気運の醸成に

加

事や家事、

介

は、経済的にも、精神的にも厳しい状況に置かれており、精神的ケア

生活の安定化のための支援が求められています。 
そのため、相談体制の充実を図るとともに、各種制度の周知、職業訓練機会や就業情報の

提供 済面での自立への支

また、近年、配偶者等からの暴力などの被害を受ける女性が増加し、迅速かつ適切な対応

が求められていることから、その実態の把握に努めるとともに、被害女性に対する相談体制

の充実や保護を必要とする女性への支援に努めます。

 
 

え、将来ビジョンが持てるような生活設計や精神的なケア、就労支援が必要です。 
また、家族形態の多様化により、ひとり親家庭が増加する傾向にありますが、仕

護などを一人で果たさなければならないなど、生活をする上で様々な困難を抱えているこ

とから、ひとり親家庭

や

など、生活面、経 援を行います。 

 

将来の生活での不安

10.3

20.7

3.0

27.8

6.8

15.1

26.0

29.0

25.6

17.9

30.8

38.5

7.7

15.4

5.1

30.8

19.8

29.6

8.0

0.9

6.8

1.2

9.8

15.4

15.4

2.6

5.1

23.1

0 10 20 30 40 5

特になし

その他

相談者の有無

施設の入所

友人・知人の有無

趣味や生きがい

十分な収入

働く場所

希望校への進学

住宅の確保

結婚

地域生活

有無

(%)

知的障がい者[Ｎ＝39]

身体障がい者[Ｎ＝338]

 
注）石狩市「障がい者の生活実態に関する基礎調査」（平成 16 年度） 

同居家族の

介助者の有無

0
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基本目標Ⅳ 自立を支える社会環境の整備 

 
施策の推進内容 主な事業の概要 担当部局 

 

(1) 障がいを持つ人の 
 

○障がい者問題の理解のための啓発の推進 

・福祉教育副読本の作成 

 ・障がい者雇用企業等への支援 

 ・就業に関する情報の提供（関係機関との連 

携）（再掲） 

再掲） 

立ったまち 

 

 

〃 

〃 

経 済 部

 

〃 

各 部

自立の支援 

   

 

 ・ふれあい広場いしかりの充実 

 ・障がい者週間の周知 

保健福祉部

〃 

・啓発パンフレットの作成・配布（再掲） 

○社会参加の促進 

 ・交流会の開催 

〃 

 

〃 

した生活を営むこ

とができるよう、

各種施策の充実に
○就労支援 

・職業紹介事業の実施（

 
努めます。 

○相談・情報提供の充実 

○ユニバーサルデザインの視点に

保健福祉部

づくり  

 

(2) ひとり親家庭の自 

 

○各種福祉手当の周知 

 

立の支援 

 

 ・児童扶養手当 

 ・医療費助成 

 ・母子・寡婦福祉資金の貸付 

 ・母子家庭自立支援給付金 

○就労情報の提供 

○母子・寡婦家庭への住宅入居優遇措置 

○ひとり親家庭の実態把握 

○相談事業の充実 

・ひとり親家庭相談 

・児童家庭相談 

 

こ ど も 室

〃 

〃 

〃 

経 済 部

建 設 部

こ ど も 室

 

〃 

〃 

 

(3) 緊急の援助を必要 

とする女性への支 

援 

 

 

○女性への暴力に関する実態把握 

○相談・保護体制の整備 

 ・カウンセラーの配置 

 ・育児不安を持つ親に対する相談指導 

 ・民間※シェルター開設への支援 

 ・関係機関との連携強化 

 

 

企画財政部

 

〃 

こ ど も 室

企画財政部

〃 

 
※：シェルター 

避難所、駆け込み寺。夫婦間暴力などから避難する女性のための緊急避難所、一時保護施設のこと。 

ひとり親家庭が

自立した生活を営

むことができるよ

う、各種施策の充

実に努めます。 

障がい者が自立

暴力被害などで

緊急の援助を必要

としている女性に

対して、各種支援

に努めます。 
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第３章 計画の内容 

 
施策の推進内容 主な事業の概要 担当部局 

 

(4) 総合的な相談体制 

の充実 

 

 

○女性のための総合相談窓口の設置 

 ・女性相談（関係機関との連携） 

 
 

企 画 財 政部
関 係 部

 

 
 

 
 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

総合相談窓口を

設置し、相談体制

の充実に努めま

す。 
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